

















































































































入力されている財産的価値」などを挙げている（6 2 3 (1））。消費税法上，仮想通
貨の譲渡を消費税非課税とするためには別表に掲げる必要があることになる。































































































部会（FinancialAction Task Force, FATF）が2015年6月に発表した「仮想通
貨に対するリスク・ベース・アプローチ指針」（FATF,Guidance for a Risk幽














































































































の権力の行為」とする個所を引用する（W.Blackstpone, Commentaries of Laws of 
England, Book 1, Chapter the seventh: of the King’s Prerogative）。













































































































































の意）であるが，フィンランド語訳では仮想通貨を含む非現金通貨（alI currencies in 
non-cash form）も非課税対象となると読むことができると述べている。









































































































べきではないと主張したjと述べている（EuropeanCentrale Bank, Virtual currency 































(43) F. A. Hayek, Denationalisation of Money -The Argument Refined -An A聞か＇sisojthe Theory 
and Practice of Concurrent Currencies, Third Edition，明白anew Introduction, October 1990 






























ている（三平剛 杉原茂「通貨需要とマネーサプライ」経済企画庁 1999年 1月）。
広島法科大学院論集第 13号（2017年） -23 
などの支払手段として限界的に使われるだけではないかとも思われる。
個人が仮想通貨で相続税や譲渡税が課税されるほどの財産を保有するかど
うか，まだ見通しがたい。ただし現在のように仮想通貨に対する差押方法が
はっきりしないのでは，執行逃れや破産手続での財産隠匿の手段として利用
されるおそれはある。
